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第 1章 一般廃棄物処理基本計画の概要 

1．一般廃棄物処理計画の策定について

（1）一般廃棄物処理計画策定の法的根拠

一般廃棄物処理計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、「廃棄物処理法」

という。）第 6 条第 1 項の規定により、生活環境の保全と公衆衛生の向上を図りつつ、一

般廃棄物の適正な処理を行うため、当該市町村の区域内の一般廃棄物処理に関する基本

的な事項について、市町村に策定が義務づけられている計画です。 

 なお、計画策定に当たっては、「ごみ処理基本計画策定指針」及び「生活排水処理基本

計画策定指針」等に基づき策定します。 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（抜粋：一般廃棄物処理計画に関係する条項） 

第 6 条 市町村は、当該市町村の区域内の一般廃棄物の処理に関する計画（以下

「一般廃棄物処理計画」という。）を定めなければならない。 

2 一般廃棄物処理計画には、環境省令で定めるところにより、当該市町村の区域

内の一般廃棄物の処理に関し、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

二 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

三 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分 

四 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

五 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

3 市町村は、その一般廃棄物処理計画を定めるに当たっては、当該市町村の区域

内の一般廃棄物の処理に関し関係を有する他の市町村の一般廃棄物処理計画と

調和を保つよう努めなければならない。 

4 市町村は、一般廃棄物処理計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な

く、これを公表するよう努めなければならない。 
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（2）一般廃棄物処理計画の構成及び内容

一般廃棄物処理計画は、廃棄物処理法施行規則第 1 条の 3 に基づき、「一般廃棄物の処

理に関する基本的な事項について定める基本計画（一般廃棄物処理基本計画）」及び「当

該基本計画の実施のために必要な各年度の廃棄物処理について定める実施計画（一般廃

棄物処理実施計画）」から構成されます。また、それぞれ、「ごみに関する部分」と「生

活排水に関する部分」から構成されます。 

 一般廃棄物処理基本計画は、市町村における一般廃棄物処理に係る長期的視点に立っ

た基本的な方針を示すものとなります。その策定に当たっては、廃棄物処理をめぐる今

後の社会情勢や経済情勢、一般廃棄物の発生の見込み、地域の開発計画、住民の要望等

を踏まえた上で、一般廃棄物処理施設や処理体制の整備、財源の確保等について十分検

討し、また、それを実現するための現実的かつ具体的な施策を総合的に検討する必要が

あります。 

 なお、一般廃棄物処理実施計画は、一般廃棄物処理基本計画に基づき年度ごとに策定

するものであり、一般廃棄物の排出の状況、処理主体、収集計画等を明確にし、市町村

はこれに基づき一般廃棄物の処理を行っていくものとしています。 

図 1-1 一般廃棄物処理計画の構成 

一般廃棄物の排出状況､処理主体、 

収集計画等を明確化 

・今後の社会・経済情勢

・一般廃棄物の発生の見込み

・地域の開発計画

・住民の要望等

現実的･具体的な施策を検討 

長期的視点に立った基本方針を明確化 

一般廃棄物処理基本計画 
(10～15 年の長期計画) 

生活排水処理 

基本計画 

一般廃棄物処理計画 

一般廃棄物処理実施計画 
(各年度計画) 

ごみ処理 

実施計画 

生活排水処理 

実施計画 

ごみ処理 

基本計画 
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（3）粟国村一般廃棄物処理基本計画の位置づけ

本計画は、廃棄物処理法及び「粟国村廃棄物の減量化の推進及び適正処理に関する条

例」に基づき策定するものであり、同法に規定される廃棄物処理に係る基本的な事項に

ついて定めます。 

 計画は、廃棄物処理法の他、循環型社会形成推進基本法や資源有効利用促進法、容器

包装リサイクル法等の各種関連法令、沖縄県廃棄物処理計画や第 4次粟国村総合計画等の

上位計画との調和及び整合を図って策定します。 

以下に一般廃棄物処理基本計画の位置づけを示します。 

図 1-2 粟国村一般廃棄物処理基本計画の位置づけ 

 

 

 

 

【粟国村】 

第4次粟国村総合計画
（R3.3） 

粟国村一般廃棄物処理 

実施計画（各年度） 

 

粟国村一般廃棄物処理 

基本計画（長期） 

 ごみ処理 
基本計画 

生活排水処理 
基本計画 

生活排水処理 
実施計画 

ごみ処理 
実施計画 

【沖縄県】 

沖縄県廃棄物処理計画 
（第五期）（R4.3） 

 【国】 

・循環型社会形成推進基本法

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

・各種リサイクル関連法令 等
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2．粟国村一般廃棄物処理基本計画の基本的事項 

（1）対象地域

本計画の対象地域は粟国村全域とし、また、「沖縄県廃棄物処理計画（第五期）」にお

いて、ごみ処理の広域化・集約化が検討されている那覇市・南風原町環境施設組合（構

成市町：那覇市及び南風原町）との共同処理を踏まえた内容とします。 

（2）対象となる廃棄物

本村が自ら、あるいは本村以外のものに委託して処理する一般廃棄物のみならず、本

村で発生するすべての一般廃棄物について対象とします。 

（3）計画の目標年度

本計画は、令和 7年度を初年度とし、10 年後の令和 16年度を目標年度とします。

計画期間における本村や周辺地域の将来の姿を想定し、地域の特性を活かした、理想

とする一般廃棄物処理行政の確立を目指すものとします。 

 なお、本計画は、計画期間においておおむね 5年ごとに見直すほか、前提となる諸条件

に大きな変動があった場合にも見直します。 

令和 
7年度 

（1年目） 
8年度 

（2年目） 
9年度 

（3年目） 
10年度 
（4年目） 

11年度 
（5年目） 

12年度 
（6年目） 

13年度 
（7年目） 

14年度 
（8年目） 

15年度 
（9年目） 

16年度 
（10年目） 

基
本
計
画
の
初
年
度

基
本
計
画
の
改
定
（
中
間
見
直
し
）

基
本
計
画
の
目
標
年
度

図 1-3 粟国村一般廃棄物処理基本計画の目標年度 

計画の前提条件に大きな変動が 

あった場合には見直しを実施します 
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（4）進行管理について

本計画の進行管理にあたっては、基本計画の策定・改定（Ｐｌａｎ）、施策の実施（Ｄｏ）、

評価（Ｃｈｅｃｋ）、見直し（Ａｃｔｉｏｎ）からなるＰＤＣＡサイクルにより継続的に行っていき

ます。 

図 1-4 ＰＤＣＡサイクルによる進行管理のイメージ 

計画の策定・改定 

（Plan） 

計画の見直し 

（Action） 

計画に基づく 

施策の実施 

（Do） 

計画の評価 

（Check） 
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3．粟国村の一般廃棄物処理に係る基本方針 

（1）ごみ処理の基本方針

本村では、「循環型社会」の形成に向け、ごみの発生を抑制し(リデュース)、製品等の

再使用(リユース)に努め、資源として再生可能なものについては再生利用(リサイクル)

を図る３Ｒを推進します。 

行政・住民・事業者の 3者の協働により、「循環型社会」の構築を目指します。 

 本村の今後のごみ処理の基本方針を以下のように定め、ごみの排出抑制及びごみの適

正処理に向けて積極的に行動します。 

ごみ処理の基本方針 

基本方針 1 ごみの排出抑制の推進

 行政・住民・事業者の 3者が協働し、それぞれの責任と役割分担の下

に、ごみの排出抑制に取り組みます。 

基本方針 2 ごみの資源化の推進 

分別の徹底を呼びかけ、さらなるリサイクルに努めます。 

基本方針 3 ごみの適正処理 

循環的利用が困難なごみについては、適正な処理･処分を行います。 

また、不法投棄や野焼きなどのごみの不適正処理の防止に努めます。 

基本方針 4 ごみに関する普及･啓発 

 ごみ問題やリサイクルなどに関する情報を発信し、ごみの排出抑制

やリサイクルの推進、不法投棄防止、環境美化などに関する普及･啓発

を推進します。 
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（2）生活排水処理の基本方針

本村では、農業集落排水処理施設への接続を促進します。

農業集落排水処理施設への接続が困難な地域については、合併処理浄化槽の普及を促

進します。 

 本村の今後の生活排水処理に関する基本方針を以下のように定め、公共用水域を保全

し、快適な生活環境を目指すために積極的に行動します。 

生活排水処理の基本方針 

基本方針 1 農業集落排水処理施設への接続の推進

農業集落排水処理施設への接続を促進します。 

基本方針 2 合併処理浄化槽の普及推進 

 農業集落排水処理施設への接続が困難な地域については、合併処

理浄化槽の普及を促進します。 

基本方針 3 浄化槽の適正管理の啓発 

浄化槽設備の適正管理を設置者に啓発します。 
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第 2章 ごみ処理基本計画 

1．ごみ処理の現況

（1）ごみ処理体制

本村のごみの収集・運搬は、事業所が少ないため、一般家庭より排出される「生活系

ごみ」と事業所より排出される「事業系ごみ」ともに、直営にて行われています。 

 ごみの中間処理は、もえるごみについては「美ら島あぐにクリーンセンター」におい

て一時保管を行い、その焼却処理については「那覇・南風原クリーンセンター（那覇

市・南風原町環境施設組合）」に委託しています。 

 もえないごみや粗大ごみ、資源ごみ等については、前処理施設において、破砕・切断

処理、圧縮処理及び資源化物の選別等を行っており、その処理残渣は、小型焼却炉によ

る焼却及び粟国村一般廃棄物処理最終処分場（埋立処分地）における埋立処分を行って

います。 

 次頁に本村のごみの分別区分、収集・運搬体制、中間処理体制及び最終処分体制につ

いて示します。 
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①ごみの分別区分

 本村のごみの分別区分は、もえるごみ、もえないごみ、粗大ごみ、家電リサイクル品

等及び資源ごみとなっており、その分別区分を示した分別ポスターを図 2-1 に示します。 

 なお、草木は資源ごみとして週 1 回、生ごみは登録世帯（事業所含む）のみ資源ごみ

として週 3回分別収集を行っています。 

図 2-1 家庭系ごみ・事業系ごみの分別区分 
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②収集・運搬体制

 本村のごみの収集・運搬は直営により行っており、一般家庭から排出される生活系ご

み及び事業所等から排出される事業系ごみを混合収集しています。 

収集区域、収集方式及び収集頻度を以下に示します。 

ア．収集区域

本村には、自家処理区域はなく、村内全域が収集区域となっています。 

イ．収集方式

生活系ごみ及び事業系ごみの収集方式は、戸別収集方式により行っています。 

ウ．収集形態及び回数

ごみの分別区分ごとの収集形態及び収集回数を表 2-1 に示します。 

表 2-1 粟国村の収集・運搬の実施状況 

分別区分 収集形態 収集回数 

もえるごみ 

プラスチック類、ゴム・革製品、紙く

ず、紙オムツ、発泡スチロール、下着

類・靴下、生ごみ（登録世帯等以外※）、

草木、廃食油など 

直営 

2 回/週 

もえないごみ 

金属類、小型の家電製品 

1 回/週 

陶器、ガラス類、茶碗、皿、鏡など 

危険ごみ 

（スプレー缶、ライター、刃物） 

有害ごみ 

（蛍光灯、電球等、乾電池） 

小型粗大ごみ 自転車、扇風機など 

家電リサイクル

対象品目 
テレビ、洗濯機など

資源ごみ 

缶類 

びん類 

ペットボトル類 

紙類 

草木 

生ごみ（登録世帯等のみ※） 3 回/週 

大型粗大ごみ タンス、机、ベッドなど 直接搬入 ― 

※生ごみは、登録世帯（事業所含む）のみ資源ごみとして収集しています。それ以外はもえるごみとし

て収集しています。
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③中間処理体制

ア．中間処理等の方法

本村のごみ処理の流れを図 2-2に示します。 

図 2-2 粟国村のごみ処理の流れ（令和 6年度） 

※排出者が各自で対応（村による回収は行っていない）

堆肥 

家電 4 品目 

有価物 

埋立処分 

堆肥化 

選別､破砕､圧縮､切断､貯留等 

焼却処理 

焼却残渣 

処理残渣 

（可燃物） 

民間業者 

（委託処理） 

家電 

リサイクル業者

パソコン 

リサイクル業者

堆肥を登録世帯に配付 

民間 

資源化業者 

粟国村一般廃棄物 

最終処分場 

焼却処理 

那覇・南風原 

クリーンセンター

環境衛生処理施設 

処理残渣 

貯 留 場 

ペットボトル減容器 

粗大ごみ切断機 

圧 縮 機 

回転破砕機 

前処理施設 

小型焼却炉 

一時保管 

美ら島あぐに 

クリーンセンター

パソコンリサイクル品目 

草木 

紙 

びん 

缶 

ペットボトル 

資源ごみ 

家電リサイクル品目 

有害ごみ 

危険ごみ 

粗大ごみ (小型･大型) 

 陶器、ガラス類、茶碗､ 

 皿、鏡など 

金属類、小型の家電製品 

もえないごみ 

海岸漂着物 

海岸漂着物等 

もえるごみ 

産業廃棄物処理業者 
※最終処分場で処理できないごみ

生ごみ(登録世帯等のみ) 

乾電池 
蛍光灯 
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イ．中間処理施設整備状況

 本村のごみの中間処理施設の位置を図 2-3に示し、各施設の概要を次ページ以降に示

します。なお、図 2-3には一般廃棄物最終処分場（埋立処分地）及び農業集落排水処理

施設の位置も併せて示します。 

資料：地理院タイル（淡色地図）を加工して作成 

図 2-3 粟国村の廃棄物処理施設位置図 

粟国村農業集落排水処理施設 

美ら島あぐに 

クリーンセンター（休止中）

 粟国村一般廃棄物最終処分場 

・前処理施設

・環境衛生処理施設

・小型焼却炉

・埋立処分地
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（ア）美ら島あぐにクリーンセンター（休止中）

「美ら島あぐにクリーンセンター」は、ごみ焼却施設として整備され平成16年4月

から平成27年9月までの間、ごみの焼却処理を行っていましたが、機器の老朽化によ

り、平成27年度より稼働を休止しており、もえるごみを島外に搬出するまでの保管施

設として運用しています。 

図 2-4 美ら島あぐにクリーンセンターの外観 

表2-2 美ら島あぐにクリーンセンターの概要 

項目 内容 

施設名 美ら島あぐにクリーンセンター（休止中） 

所在地 粟国村字西草戸原 2234 

設置年月 平成 16 年 3 月 

敷地面積 約 1,300m2 

焼却炉形式 機械化バッチ燃焼式焼却炉 

処理能力 3 トン/8 時間×1 炉 
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（イ）前処理施設

前処理施設は、粟国村一般廃棄物最終処分場内にあり、もえないごみや粗大ごみ、資

源ごみ（缶類、びん、ペットボトル、古紙類）について、選別、破砕、圧縮等の減容処

理を行っています。 

 選別された有価物は、一時保管後、島外の民間業者において資源化等を行っており、

破砕残渣については、可燃性残渣は小型焼却炉による焼却処理、不燃性残渣は一般廃棄

物最終処分場（埋立処分地）において埋立処分しています。 

図 2-5 粟国村一般廃棄物最終処分場 前処理施設の外観等 

表2-3 前処理施設の概要 

項目 内容 

施設名 粟国村一般廃棄物最終処分場（前処理施設） 

施設種類・ 

処理対象物 

回転破砕機   ：ガラス・びん・陶器等 

圧縮機   ：缶類（スチール・アルミ） 

粗大ごみ切断機 ：粗大ごみ 

ペットボトル減容機：ペットボトル類 

所在地 粟国村字西松尾原地内 

設置年月 平成 11 年 3 月 

資料：粟国村一般廃棄物最終処分場パンフレット等より 

圧縮機 

粗大ごみ切断機 

回転破砕機 

前処理棟全景 

ペットボトル 
減容機 
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（ウ）環境衛生処理施設（生ごみ処理施設）

環境衛生処理施設は、生ごみ及び草木の堆肥化を行う施設です。生ごみ等を堆肥化

することにより、もえるごみの減量化や温室効果ガスの発生抑制を図ることができま

す。 

図 2-6 環境衛生処理施設の外観 

表2-4 環境衛生処理施設の概要 

項目 内容 

施設名 環境衛生処理施設 

施設種類 生ごみ等処理施設 

処理対象物 生ごみ、草木（投入中止中） 

所在地 粟国村字西松尾原 2260他 

設置年月 平成 30 年 3 月 

建築面積 149m2 
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（エ）小型焼却炉

小型焼却炉は、一般廃棄物、焼却が可能な海岸漂着物及び農業用廃プラスチック等

を焼却処理するために導入された施設です。 

図 2-7 小型焼却炉の外観 

表2-5 小型焼却炉の概要 

項目 内容 

施設名 小型焼却炉 

施設種類 ごみ焼却施設 

処理対象物 
一般廃棄物、産業廃棄物、 

廃プラスチック、木くず 等 

所在地 粟国村字西松尾原地内 

設置年月 令和 4 年 1 月 

処理能力 49kg/時間（8 時間/日） 
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（オ）那覇・南風原クリーンセンター：焼却処理委託先施設

那覇・南風原クリーンセンターは、那覇市・南風原町環境施設組合のごみ処理施設

であり、本村のもえるごみの焼却処理を平成 27 年 10 月より委託しています。なお、

予定する委託量に大幅な変更が生じる場合には別途協議を行うこととなっています。

また、処理対象物は那覇市及び南風原町の焼却対象物と同じ品目であることが条件と

なっています。 

図 2-8 那覇・南風原クリーンセンターの外観 

表2-6 那覇・南風原クリーンセンターの概要 

項目 内容 

施設名 那覇・南風原クリーンセンター 

管理主体 那覇市・南風原町環境施設組合 

施設種類・処理能力 
焼却施設 ：450 トン/日（150 トン/日×3 炉） 

灰溶融施設： 52 トン/日（ 26 トン/日×2 炉） 

所在地 南風原町字新川 650 
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④最終処分体制

 破砕・切断・選別処理後の処理残渣（不燃）、小型焼却炉の焼却残渣等は、粟国村一

般廃棄物最終処分場（埋立処分地）に埋立処分を行っています。 

図 2-9 粟国村一般廃棄物最終処分場の外観 

表2-7 粟国村一般廃棄物最終処分場の概要 

項目 内容 

施設名 粟国村一般廃棄物最終処分場（埋立処分地） 

施設種類 管理型一般廃棄物最終処分場 

設置場所 粟国村字西松尾原地内 

設置年月 平成 11 年 3 月 

敷地面積 16,000 m2 

埋立面積 6,000 m2 

埋立容量 15,000 m3 

埋立方式 準好気性埋立 

埋立工法 サンドイッチ工法

資料：粟国村一般廃棄物最終処分場パンフレットより 
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2．ごみ処理の状況 

（1）ごみの総排出量

本村のごみ総排出量は、令和5年度に249トンとなっています。これを１人１日当たり

の量に換算すると1,026グラムとなり、令和4年度の全国平均（880グラム）や沖縄県平均

（878グラム）よりも150グラム程度大きい値となっています。 

 なお、令和元年度から令和3年度のごみ総排出量の減少は、新型コロナウイルスの流行

の影響による排出傾向の変化や、同年度内に搬出しなかった資源ごみ量等を実績値とし

て計上していないこと等によるものと想定されます。 

図 2-10 粟国村のごみ総排出量 

表 2-8 粟国村のごみ総排出量 

年度 
人口 

（人） 

ごみ総排出量

（ｔ/年） 

1 人 1 日当たりごみ排出量（ｇ/人・日） 

粟国村 沖縄県 全国平均 

平成26年度 752 166   605 844 947 

平成27年度 741 150   553 841 939 

平成28年度 727 165   622 854 925 

平成29年度 714 194   744 868 920 

平成30年度 702 226   882 884 919 

令和元年度 714 161   616 889 919 

令和2年度 695 161   635 881 901 

令和3年度 687 143   570 881 890 

令和4年度 670 267 1,092 878 880 

令和5年度 663 249 1,026 ― ― 

※「1 人 1 日当たりごみ排出量」の算出方法は、24 ページの表 2-13 の注釈に示します。

※令和 5 年度の沖縄県及び全国平均の 1人 1日当たりごみ排出量は、令和 7年 2月現在公表されて

いません。

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村） 

166 150 165 
194 

226 

161 161 143 

267 249 

605 
553 

622 744 

882 

616 635 

570 

1,092 

1,026 

844 841 854 868

884

889 881 881 878

947 939 925 920 919 919 901 890 880 

0 g/人･日

200 g/人･日

400 g/人･日

600 g/人･日

800 g/人･日

1,000 g/人･日

1,200 g/人･日

0 t/年

100 t/年

200 t/年

300 t/年

400 t/年

500 t/年

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

ごみ総排出量 粟国村1人1日当たりごみ排出量

沖縄県1人1日当たりごみ排出量 全国平均1人1日当たりごみ排出量
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（2）ごみの種類別排出量

本村の令和5年度におけるごみの種類別排出量は、もえるごみが158トン、もえないご

みが4トン、資源ごみが82トン及び直接搬入が5トンとなっています。 

図2-11 粟国村のごみの種類別排出量 

表 2-9 粟国村のごみの種類別排出量 単位：ｔ/年 

年度 もえるごみ もえないごみ 資源ごみ その他ごみ 粗大ごみ 直接搬入 合計 

平成26年度 110 23 20  0 3 10 166 

平成27年度  94 21 25  0 4  6 150 

平成28年度 105 23 28  0 4  5 165 

平成29年度 132 17 36  0 4  5 194 

平成30年度 135 18 35 30 5  3 226 

令和元年度 119 14 21  0 1  6 161 

令和2年度 131 12 15  0 0  3 161 

令和3年度 108 11 21  0 0  3 143 

令和4年度 171  3 91  0 0  2 267 

令和5年度 158  4 82  0 0  5 249 

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村）
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（3）ごみの処理状況

本村におけるごみの処理状況を以下に示します。

本村の令和5年度におけるごみ処理状況は、直接焼却が163トン、焼却以外の中間処理

が28トン、直接資源化が58トンとなっています。 

図2-12 粟国村のごみの処理状況 

表 2-10 粟国村のごみの処理状況 単位：ｔ/年 

年度 
直接焼却 

 処理量※ 

直接最終 

処分量 

焼却以外の 

中間処理量 
直接資源化量 合計 

平成26年度 120 10  41  0 171 

平成27年度  94  0  56  0 150 

平成28年度 106  0  59  0 165 

平成29年度 133  0  56  0 189 

平成30年度 136  0  65  0 201 

令和元年度 119  0  35  0 154 

令和2年度 131  0 161  0 292 

令和3年度 108  0  20  0 128 

令和4年度 173  0  24 67 264 

令和5年度 163  0  28 58 249 

※平成 27年 10 月以降は、那覇・南風原クリーンセンターにおいて焼却処理を行っています。

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村） 
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（4）ごみの最終処分状況

本村におけるごみの最終処分状況を以下に示します。

本村のごみの最終処分状況は、焼却残渣が 4トン、焼却残渣以外の処理残渣が 4トンと

なっています。 

図2-13 粟国村のごみの最終処分状況 

表 2-11 粟国村のごみの最終処分状況 単位：ｔ/年 

年度 直接最終処分量 焼却残渣量 
焼却以外の 

処理残渣量 
合計 

総排出量に 

対する割合 

（最終処分率） 

平成26年度 10 15 0 25 15.1％ 

平成27年度  0  5 0  5  3.3％ 

平成28年度  0  1 4  5  3.0％ 

平成29年度  0  5 3  8  4.1％ 

平成30年度  0  7 0  7  3.1％ 

令和元年度  0  0 0  0  0.0％ 

令和2年度  0  0 0  0  0.0％ 

令和3年度  0  1 2  3  2.1％ 

令和4年度  0  5 3  8  3.0％ 

令和5年度  0  4 4  8  3.2％ 

※「最終処分率」の算出方法は、24 ページの表 2-13 の注釈に示します。

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村） 
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（5）ごみの資源化状況

本村におけるごみの資源化状況を以下に示します。

本村の令和 5 年度における資源化量は金属類が最も多く 33 トンとなっており、以下肥

料の 24 トン、紙類の 23トン、ペットボトルの 2トンとなっています。 

図 2-14 粟国村のごみの資源化状況 

表 2-12 粟国村のごみの資源化状況   単位：ｔ/年 

年度 紙類 金属類 ペットボトル 肥料 合計 
再生利用率 

（リサイクル率） 

平成26年度  0 25 2  0 27 16.3％ 

平成27年度 14 18 3  0 35 23.3％ 

平成28年度 17 23 3  0 43 26.1％ 

平成29年度 22 14 3  0 39 20.1％ 

平成30年度 20 12 3 30 65 28.8％ 

令和元年度 13  6 1 15 35 21.7％ 

令和2年度  0  0  4 19 23 14.3％ 

令和3年度  0  0  4  0  4  2.8％ 

令和4年度 29 36  2 24 91 34.1％ 

令和5年度 23 33  2 24 82 32.9％ 

※「再生利用率」及び「リサイクル率」の算出方法は、24ページの表 2-13 の注釈に示します。

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村） 
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（6）ごみ処理の評価

①全国・沖縄県・沖縄県内市町村の実績値との比較

 令和 4 年度における本村のごみ処理の実績値と全国及び沖縄県の実績値（平均値）と

の比較を以下に示します。 

 本村の 1人 1日当たりごみ排出量は、1,092グラムとなっており、全国（880グラム）

及び沖縄県（878グラム）の値を上回っています。 

 再生利用率（ごみ総排出量に対する資源化量の割合）は 34.1％となっており、全国

（19.6％）及び沖縄県（15.9％）の値を上回っています。 

 最終処分率は 3.0％となっており、全国（8.4％）及び沖縄県（5.7％）の値を下回っ

ています。 

 また、県内市町村における 1 人 1 日当たりごみ排出量、再生利用率及び最終処分率の

比較を図 2-15に示します。本村は県内市町村の中において、ごみの排出量が比較的多く

なっていますが（前年度内に搬出しなかった資源ごみ等を実績値として計上したこと等

によるものと想定される）、再生利用率は沖縄県平均を大きく上回り、最終処分率は大

きく下回る値となっています。 

表 2-13 全国・沖縄県の実績値と粟国村の実績値との比較 

項目 
全国 

令和 4 年度 

沖縄県 

令和 4 年度 

粟国村 

令和 4 年度 令和 5 年度 

1 人 1 日当たり 

ごみ排出量  
880 g/人･日 878 g/人･日 1,092 g/人･日 1,026 g/人･日 

再生利用量（率） 

（リサイクル率）

19.6 ％ 

（19.6 ％） 

15.9 ％ 

（15.9 ％） 

34.1 ％ 

（34.1 ％） 

32.9 ％ 

（32.9 ％） 

最終処分量（率）  8.4 ％  5.7 ％ 3.0 ％ 3.2 ％ 

※1人 1日当たりごみ排出量（g/人･日）＝ ごみ総排出量（t/年）÷ 人口（人）÷ 365日または 366日×1,000,000

※再生利用率（％）＝ 総資源化量（t/年）÷ ごみ総排出量（t/年）× 100

※リサイクル率（％）＝ 総資源化量（t/年）÷［ごみ処理量（t/年）＋ 集団回収量（t/年）］× 100

※最終処分率（％）＝ 最終処分量（t/年）÷ ごみ総排出量（t/年）× 100

資料：「一般廃棄物処理実態調査」（環境省、粟国村） 
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※1 人 1 日当たりごみ排出量（g/人･日）＝ ごみ総排出量（t/年）÷人口（人）÷365日× 1,000,000

※再生利用率（％）＝ 総資源化量（t/年）÷ごみ総排出量（t/年）×100

※最終処分率（％）＝ 最終処分量（t/年）÷ごみ総排出量（t/年）×100

資料：「一般廃棄物処理実態調査」（環境省、粟国村） 

図 2-15 沖縄県内市町村のごみ処理に係る各種指標の比較（令和 4年度） 
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②国・沖縄県のごみ減量化目標との比較

国及び沖縄県におけるごみ減量化目標の概要を表 2-14 に示します。 

 本村の令和 2 年度（以下、同じ）の 1 人 1 日当たりごみ排出量は 635 グラムとなって

おり、国及び沖縄県の令和 2 年度の目標値（以下、「国等の目標値」という。）よりも少

なく、それぞれの目標を達成しています。 

本村の再生利用量（率）は 14.3％となっており、国等の目標値よりも小さいことから、

それぞれの目標を達成できていません。 

 本村の最終処分量（率）は国等の目標値よりも小さく、それぞれの目標を達成してい

ます。 

なお、国等の目標値との比較を行った令和 2 年度の本村のごみ量等は、新型コロナウ

イルスの流行や同年度内に資源化できなかったごみ量を実績値として計上していない等

の影響により、例年と比較してごみ排出量及び再生利用量は少なく、大きく変動してい

ます。 

表 2-14 国・沖縄県のごみ減量化目標の概要 

項目 国 沖縄県 

目標年次 令和 2 年度 令和 2 年度 

ごみ排出量 

平成 24 年度の排出量に対し 

年間排出量を約 12％削減する 

（1 人 1 日当たりごみ排出量換算値 

864ｇ/人･日）※1 

平成 25 年度の排出量に対し 

年間排出量を 2.5％削減する 

（1 人 1 日当たりごみ排出量換算値 

798ｇ/人･日）※2 

再生利用量 

（再生利用率※3） 
排出量の約 27％に増加させる 排出量の 22％ 

最終処分量 

（最終処分率※4） 

平成 24 年度の最終処分量に対し  

年間最終処分量を約 14％削減する 

（排出量に対する割合として約 10％） 

排出量の 5％ 

※1 国のごみ排出量目標値の1人1日当たりごみ排出量は39,806千トン（H24：45,234千トンの12％減）を126,227千人

（R2.10.1推計人口）及び365日で除して算出しています。

※2 沖縄県のごみ排出量目標値の1人1日当たりごみ排出量は425千トン（H24：436千トンの2.5％減）を1,458,839人

（R2.10.1推計人口）及び365日で除して算出しています。

※3 再生利用率は「ごみ総排出量」に対する資源化量の割合で、前出のリサイクル率は「ごみ処理量」に対する資源

化量の割合です。

※4 最終処分率は3,997千トン（H24：4,648千トンの14％減）を排出量目標値（39,806千トン）で除して算出しています。

資料：＜ 国 ＞「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的

な方針」（平成 13 年 5月環境省告示第 34 号、平成 28年 1 月改正） 
＜沖縄県＞「沖縄県廃棄物処理計画（第四期）」（平成 28年 3 月） 
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3．ごみ処理の課題 

（1）排出抑制に係る課題

本村では、もえるごみの有料化を平成27年度から実施していますが、その排出抑制効

果はあまり大きくありませんでした。 

 有料化の導入から8年が経過した令和4年度において、1人1日当たりごみ排出量は1,092

グラムと沖縄県平均（878グラム）を上回っており、新型コロナウイルスの影響を除けば、

本村のごみ排出量はおおむね増加傾向にあると考えられます。 

 今後は、これまで以上に意識啓発や環境教育などを推進する必要があります。また、

ごみの排出抑制及び資源化を推進するため、粗大ごみの有料化や生ごみの全世帯分別収

集などの取組を検討する必要があります。 

（2）収集・運搬に係る課題

本村のごみの収集は戸別収集方式で行っており、ステーション方式時よりもごみの分

別や排出時間の順守状況は改善しています。ただ、一部には排出時のルールが守られて

いない状況があることから、排出ルールの周知については、引き続き取り組む必要があ

ります。 

 また、アルミ缶などの有価物の持ち去りがみられ、その防止の取組も必要となってい

ます。 

 粗大ごみについては、最終処分場に直接搬入することになっていますが、高齢者や身

体の不自由な方など直接搬入が難しい住民もおり、今後は、粗大ごみの戸別収集を検討

する必要があります。 

 近年は、分別区分の判断が難しいごみや、リチウムイオン電池などの排出状況によっ

て、危険性のあるごみが増えています。このようなごみを適正に排出してもらうため、

ごみ分別カレンダーの見直しやホームページ等による周知も必要となっています。 

（3）中間処理に係る課題

現在、休止中の「美ら島あぐにクリーンセンター（以下、クリーンセンターとい

う。）」は、もえるごみを那覇・南風原クリーンセンターに搬出するまでの、保管施設

として運用しています。この建物をさらに有効活用するために、クリーンセンター内に

残置されている機器の撤去等の検討が必要となります。なお、撤去にあたってはダイオ

キシン類等の対策が必要であり、高額な費用負担が見込まれます。

前処理施設の回転破砕機、圧縮機等の設備は稼働から25年が経過し、維持管理費が増

加傾向にあるため、計画的な維持管理を実施していく必要があります。 

 環境衛生処理施設、小型焼却炉については、適正な維持管理を行い、施設の長寿命化

に努めていく必要があります。 
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（4）最終処分に係る課題

本村の最終処分は、前処理施設において発生する破砕残渣や資源化不適物等の残渣、

小型焼却炉からの焼却残渣について埋立処分を行っています。 

 本施設の令和4年度末における残余容量は約5割となっており、当面は現施設への埋立

処分が可能となっています。 

 今後も引き続き、ごみの分別排出の徹底や適正処理、資源化を推進し、埋立廃棄物の

減量を図り、最終処分場の延命化を推進していく必要があります。 

（5）不法投棄に係る課題

本村では「不法投棄防止監視カメラ設置等に関する要綱」を制定する他、不法投棄防

止看板・のぼり等を設置するなどの対策を行っています。しかし、原野や空き地、海岸

沿いの人目に付きにくい場所に、粗大ごみや廃家電、廃タイヤ等の不法投棄が散見され

ます。 

 今後は、これまでの不法投棄対策を継続的に実施するとともに、監視パトロールの実

施など不法投棄対策の強化を行っていく必要があります。また、村が回収していない廃

タイヤや使用済バッテリー等の適正処理困難物については、不法投棄されたり、敷地内

での放置につながっており、村による回収の検討が必要と考えられます。併せて、より

効果的な不法投棄対策について、他市町村の事例なども参考にしながら、調査・研究を

行っていくことも必要となります。 

（6）大規模災害時における課題

台風や地震などの大規模災害時には、日常発生する廃棄物とは別に多量の災害廃棄物

が発生することが想定されます。災害廃棄物の処理にあたっては、粟国村地域防災計画

（2019年3月）に沿って対応するものとし、平時から被災時の処理体制や対応方法等の確

認・準備を行い、災害発生時に備えるものとします。 

 なお、災害廃棄物への対応については、粟国村地域防災計画に一定の対応方針は示さ

れていますが、きめ細やかな対応を図るため、災害廃棄物処理計画の策定を検討するも

のとし、その中では具体的な災害廃棄物の収集・運搬体制や処理体制、各種関係機関と

の連絡体制、仮置場の確保などについて、立案することが重要となります。 
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4．ごみ処理行政の動向 

（1）第五次循環型社会形成推進基本計画（令和 6年 8月 2日 閣議決定）

国は、循環型社会形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため「循環型社会形

成推進基本計画」を定めており、令和 6年 8月 2日に第五次計画が閣議決定されました。 

 同計画では、循環経済への移行を国家戦略として位置づけた上で、重要な方向性とし

て、 

①循環型社会形成に向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり

②資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環

③多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現

④資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再生の実行

⑤適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進

を掲げ、その実現に向けて講ずべき施策を示すとともに、2030（令和12）年度を目標年

次として数値目標を設定しています。 

（2）廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

めの基本的な方針（令和 5年 6月 30日、環境省告示第 49号）

国は、廃棄物処理法第 5条の 2第 1項の規定に基づき、廃棄物の減量化の基本的な方向

や目標等を定めることが必要であること等を踏まえ、「廃棄物の減量その他その適正な処

理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（以下、「基本方

針」という。）を定め公表しており、令和 5 年 6 月にその変更を行い、令和 7 年度におけ

る一般廃棄物の排出量や出口側の循環利用率（再生利用率）等の目標を定めています。 

当該基本方針に示される一般廃棄物の減量化の目標量を表 2-15に示します。 

表 2-15 国の基本方針の廃棄物の減量化の目標量（一般廃棄物） 

項目 令和 7 年度目標値 

排出量 約 16％削減（平成 24 年度比） 

出口側の循環利用率 約 28％に増加させる（令和 9年度） 

最終処分量 約 31％削減（平成 24 年度比） 

その他 1 人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量を 440 グラムとする 
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（3）沖縄県廃棄物処理計画（第五期）（令和 4年 3月）

沖縄県は、廃棄物処理法第 5 条の規定に基づく第五期の「廃棄物処理計画」を令和 4 年 3

月に策定しています。 

 当該計画は、令和 3 年度から令和 7 年度までの 5 年間を計画期間とし、前項の国の基本方

針と同様に一般廃棄物の減量化目標値を定めています。 

以下に、当該計画の一般廃棄物の減量化目標値を示します。 

表 2-16 沖縄県廃棄物処理計画（第五期）の廃棄物の減量化目標値（一般廃棄物） 

項目 令和 7 年度目標値 

排出量 428 千トン（786ｇ/人・日） 

1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量※ 489ｇ/人・日 

再生利用量（率） 94 千トン（排出量の 22.0％） 

最終処分量（率） 21 千トン（排出量の 4.9％） 

※1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量＝（「生活系ごみ」－「集団回収量」－「計画収集量のうちの資源ご

み」－「直接搬入量のうちの資源ごみ」）÷総人口（外国人を含む）÷365 日

（4）持続可能な開発目標（平成 27年 9月採択、国連持続可能な開発サミット）

SDGsとは、「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略称であり、平成27

年9月の国連持続可能な開発サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェン

ダ」にて記載された2030（令和12）年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標のこ

とです。 

 SDGsは 17のゴール・169のターゲットから構成され、発展途上国のみならず、先進国自身

が取り組む普遍的なものであり、国としても積極的に取り組んでいます。 

 本村においても、SDGs の達成に率先して取り組み、経済・社会・環境が調和した持続可能

な社会を構築していくことが必要となります。 

図 2-16 SDGsの 17の目標 
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5．ごみ排出量の予測 

（1）将来人口

本村の将来人口は、第 4次粟国村総合計画の人口ビジョンに基づき設定します。

なお、人口ビジョンでは 5年ごとの将来人口が示されていますが、本計画ではその間の

年度は一定に減少するものと仮定して、補間値を設定します。 

以下に設定した将来人口を示します。 

図 2-17 粟国村の将来人口の推移 

表 2-17 粟国村の将来人口の推移 

年度 人口（人） 備考 

実
績
値

平成 26 年度 752 ― 

平成 27 年度 741 ― 

平成 28 年度 727 ― 

平成 29 年度 714 ― 

平成 30 年度 702 ― 

令和元年度 714 ― 

令和 2 年度 695 ― 

令和 3 年度 687 ― 

令和 4 年度 670 ― 

令和 5 年度 663 ― 

将
来
人
口

令和 6 年度 ― ― 

令和 7 年度 ― 652 人口ビジョンの値 

令和 8 年度 ― 645 補間値 

令和 9 年度 ― 639 〃 

令和 10 年度 ― 632 〃 

令和 11 年度 ― 626 〃 

令和 12 年度 ― 619 人口ビジョンの値 

令和 13 年度 ― 613 補間値 

令和 14 年度 ― 606 〃 

令和 15 年度 ― 600 〃 

令和 16 年度 ― 593 〃 

資料：「第 4 次粟国村総合計画 基本構想・前期基本計画」（令和 3 年 3 月） 
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（2）ごみ排出量の将来予測

①1人 1日当たりごみ排出量の予測

本村の 1人 1日当たりごみ排出量（排出原単位）の予測値を以下に示します。 

 本村の排出原単位は、単年度の変動が大きいことから、5 年間平均の変動に基づき予

測します。平成 26 年度から平成 30 年度の 5 年間平均値が 681 グラム、令和元年度から

令和 5 年度の 5 年間平均が 788 グラムとなっており、その間の平均値は約 107 グラム増

加（1 年間に換算すると約 21 グラム増加）しています。今後も同様の増加傾向を示すと

仮定すると将来予測結果は図 2-18及び表 2-18に示すとおりとなります。 

図 2-18 粟国村の 1人 1日当たりごみ排出量の将来予測結果 

表 2-18 粟国村の 1人 1日当たりごみ排出量の将来予測結果 

年度 
1 人 1 日当たりごみ排出量 

（g/人・日） 
備考 

実
績
値

平成 26 年度   605 

平成 26 年度から平成 30 年度 

の平均値 

681g/人･日 

平成 27 年度   553 

平成 28 年度   622 

平成 29 年度   744 

平成 30 年度   882 

令和元年度  616 

 令和元年度から令和 5年度 

 の平均値 

788g/人･日 

令和 2 年度  635 

令和 3 年度  570 

令和 4 年度 1,092 

令和 5 年度 1,026 

将
来
予
測
値

令和 6 年度 ― 

令和 7 年度   873 

令和 8 年度   894 

令和 9 年度   916 

令和 10 年度   937 

令和 11 年度   958 

令和 12 年度   980 

令和 13 年度 1,001 

令和 14 年度 1,022 

令和 15 年度 1,044 

令和 16 年度 1,065 

資料：「一般廃棄物処理実態調査」（環境省、粟国村）
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②ごみ排出量の将来予測

 本村のごみ排出量の将来予測は、前項で設定した 1 人 1 日当たりごみ排出量に将来人

口を乗じて算出します。算出された本村の将来のごみ排出量は、緩やかな増加傾向を示

しており、計画目標年度（令和 16年度）には 231トンと予測されます。 

 

図 2-19 粟国村の将来ごみ排出量の予測結果 

表 2-19 粟国村の将来ごみ排出量の予測結果 

年度 
人口 

（人） 

1人1日当たり 

ごみ排出量 

（g/人・日） 

ごみ排出量 

（t/年） 

実
績
値

平成 26 年度 752   605 166 

平成 27 年度 741   553 150 

平成 28 年度 727   622 165 

平成 29 年度 714   744 194 

平成 30 年度 702   882 226 

令和元年度 714   616 161 

令和 2 年度 695   635 161 

令和 3 年度 687   570 143 

令和 4 年度 670 1,092 267 

令和 5 年度 663 1,026 249 

将
来
予
測
値

令和 6 年度 ― ― ― 

令和 7 年度 652   873 208 

令和 8 年度 645   894 211 

令和 9 年度 639   916 214 

令和 10 年度 632   937 216 

令和 11 年度 626   958 219 

令和 12 年度 619   980 221 

令和 13 年度 613 1,001 225 

令和 14 年度 606 1,022 226 

令和 15 年度 600 1,044 229 

令和 16 年度 593 1,065 231 

資料：「一般廃棄物処理実態調査」（環境省、粟国村） 
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1人1日当たりごみ排出量実績値 1人1日当たりごみ排出量将来予測値
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6．ごみの減量化目標 

 本村の減量化目標については、国や沖縄県の減量化目標及び前基本計画の減量化目標等

を参考に設定します。 

（1）国の減量化目標

国は「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な方針」(平成 13 年 5 月環境省告示第 34 号、令和 5 年 6 月変更）にお

いて、ごみの減量化目標値を以下のとおり設定しています。 

※ 1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量 ＝（「生活系ごみ」－「集団回収量」－「計画収集量のうちの資源ごみ」－

「直接搬入量のうちの資源ごみ」）÷ 総人口（外国人を含む）÷ 365 日

（2）沖縄県の減量化目標

沖縄県は、「沖縄県廃棄物処理計画（第五期）」（令和 4 年 3 月）において、ごみの減量

化目標値を以下のとおり設定しています。 

※ 1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量 ＝（「生活系ごみ」－「集団回収量」－「計画収集量のうちの資源ごみ」－

「直接搬入量のうちの資源ごみ」）÷ 総人口（外国人を含む）÷ 365 日（または 366 日）

【 国のごみ減量化目標 】 

平成 24 年度 

実績値 

令和 7 年度 

目標値 

ご み 排 出 量 
45 百万トン/年 

（964 ｇ/人・日） ▶
平成 24 年度比 

約 16％削減 

1 人 1 日当たり 

家庭系ごみ排出量※ － 約 440ｇ/人・日 

出口側の循環利用率 

（再生利用量） 

9.3 百万トン/年 

（排出量に対して 21％） ▶
約 28％に増加 

（令和 9 年度） 

最 終 処 分 量 

（最終処分率） 

4.7 百万トン/年 

（排出量に対して 10％） ▶
平成 24 年度比 

約 31％削減 

【 沖縄県のごみ減量化目標 】 

令和元年度 

実績値 【目標の考え方】 

令和 7 年度 

目標値 

ご み 排 出 量 
481千トン/年 

（889 g/人･日） 
第四期目標とほぼ同値 

R 元比 11.0％減 ▶
428 千トン/年 

（786 g/人･日） 

1 人 1 日当たり 

家庭系ごみ排出量※ 490 g/人･日 R 元比 0.2％減 ▶ 489 g/人･日 

再 生 利 用 量 
（再生利用率） 

70千トン/年 

（排出量に対して14.5％） 
第四期目標と同値 ▶

94 千トン/年 

（排出量に対して22.0％） 

最 終 処 分 量 
（最終処分率） 

32千トン/年 

（排出量に対して 6.6％） 
第四期目標とほぼ同値 ▶

21 千トン/年 

（排出量に対して 4.9％） 
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（3）粟国村の減量化目標

本村の減量化目標は、沖縄県の目標（以下、「県目標」という。）を参考に以下のとお

り設定します。 

 ごみ排出量については、計画目標年度（令和 16 年度）に県目標である 786g/人･日以下

とすることを目標とします。 

 再生利用率は、本村の実績値（約 33％）が県目標よりも大きいことを踏まえ、計画目

標年度まで現状以上（33％以上）を維持することを目標とします。 

 最終処分量は、本村の実績値（排出量に対して 3.2％）が県目標よりも小さいことを踏

まえ、計画目標年度まで現状以下（3.2％以下）を維持することを目標とします。 

 なお、1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量は、全体のごみ排出量から事業系ごみ及び資源

ごみ等を除いて算出する必要があります。本村では生活系ごみと事業系ごみを混合収集

しており、その内訳が把握できていないことから、その算出が困難となっています。よ

って、1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量の目標については、当面は設定しないものとしま

す。 

※ 1 人 1 日当たり家庭系ごみ排出量 ＝（「生活系ごみ」－「集団回収量」－「計画収集量のうちの資源ごみ」－

「直接搬入量のうちの資源ごみ」）÷ 総人口（外国人を含む）÷ 365 日（または 366 日）

【 粟国村のごみ減量化目標 】 

令和 5 年度 

実 績 値 【目標の考え方】 

令和 16 年度 

目 標 値 

令和 16 年度 

予 測 値 

ご み 排 出 量 
249 トン/年 

（1,026 g/人･日） 
県の目標値 
と同程度の値 ▶

170 トン/年以下 

（786 g/人･日以下） 

231 トン/年 

（1,065 g/人･日） 

1 人１日当たり 

家庭系ごみ排出量※ ― 設定しない ― 

再 生 利 用 量 
（再生利用率） 

82 トン/年 

（排出量に対して約33％） 
現状維持 ▶

56 トン/年以上 

（排出量に対して約33％以上） 

76 トン/年 

（排出量に対して約33％） 

最 終 処 分 量 
（最終処分率） 

8 トン/年 

（排出量に対して3.2％） 
現状維持 ▶

5 トン/年以下 

（排出量に対して約3.2％以下） 

7 トン/年 

（排出量に対して約3.2％） 
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（4）減量化目標の達成に向けたごみ量の推移

計画目標年度に減量化目標を達成することを目指し、毎年同量の減量等を行うと仮定

した場合のごみ排出量、再生利用量及び最終処分量の推移を以下に示します。 

 

 

図 2-20 粟国村の減量化目標の達成に向けたごみ排出量の推移 

表 2-20 粟国村の減量化目標の達成に向けたごみ排出量の推移 

年度 
人口 

（人） 

1 人 1 日当たり 

ごみ排出量 

（g/人・日） 

ごみ排出量 

（t/年） 

再生利用量 

（t/年） 

最終処分量 

（t/年） 

実
績
値

平成 26 年度 752   605 166 27 25 

平成 27 年度 741   553 150 35  5 

平成 28 年度 727   622 165 43  5 

平成 29 年度 714   744 194 39  8 

平成 30 年度 702   882 226 65  7 

令和元年度 714   616 161 35  0 

令和 2 年度 695   635 161 23  0 

令和 3 年度 687   570 143  4  3 

令和 4 年度 670 1,092 267 91  8 

令和 5 年度 663 1,026 249 82  8 

減
量
化
目
標
値

令和 6 年度 ― ― ― ― ― 

令和 7 年度 652   845 201 66  6 

令和 8 年度 645   839 198 65  6 

令和 9 年度 639   832 195 64  6 

令和 10 年度 632   826 191 63  6 

令和 11 年度 626   819 187 62  6 

令和 12 年度 619   812 183 60  6 

令和 13 年度 613   806 181 60  6 

令和 14 年度 606   799 177 58  6 

令和 15 年度 600   793 174 57  6 

令和 16 年度 593   786 170 56  5 

資料：「一般廃棄物処理実態調査」（環境省、粟国村） 
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7．ごみの排出抑制のための方策 

 ごみの排出抑制にあたっては、行政、住民及び事業者のそれぞれが主体的に適切な役割

を担い実行していくことが必要となります。 

（1）行政の役割

①３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進

・容器包装リサイクルの推進

 容器包装ごみの分別収集に努めます。また、分別状態が悪い品目については、適切

な分別を行うよう啓発・指導を行います。 

・リサイクル関連法に基づく広域的な取組の促進

リサイクル関連法に基づくリサイクルについて、周辺離島や沖縄県全域などの広域

的な取組に参加、協力していきます。 

・家電 4品目や小型家電品の回収体制の構築

 家電リサイクル対象 4品目のうち小売業者が引取義務を負わないもの、使用済小型電

子機器等について、地域の実情に応じた回収体制の構築に努めます。 

・集団回収の促進

 地域団体が行う集団回収は、リサイクル率の向上や村のごみ処理経費の削減につな

がるとともに地域団体の環境意識の向上が図られることから、その促進に努めます。 

・生ごみや草木等の利活用の促進

 生ごみ、剪定枝・草木、農業集落排水汚泥などの廃棄物系バイオマス（有機系廃棄

物）の利活用は、温室効果ガスの削減にもつながることから、地域の特性等に応じた

適正な利活用の促進に努めます。 

・住民や事業者による取組の支援

 住民の環境教育を支援するための団体等の活動支援、地域の住民や事業者の自主的

な取組を支援するための仕組みづくりを積極的に行います。 

・地域循環共生圏（ローカル SDGs）の形成の促進

周辺地域等と連携・協働して地域資源を持続的に活用する社会（地域循環共生圏：

ローカル SDGs）の形成に努めます。

②率先行動等

・率先行動

 事業者のお手本となるよう村の事務事業で発生するごみの減量化やリサイクルの推

進に率先して取り組みます。また、グリーン購入を推進し、事業者や住民のグリーン

購入を奨励します。 
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・普及啓発

 住民等が、ごみの減量化やリサイクルの推進に自主的に取り組むよう、研修・説明

会・広報等による普及啓発に努めます。 

③沖縄県との連携・協力

 沖縄県が実施する廃棄物処理対策に対して積極的に協力するとともに、廃棄物処理に

対する住民の相談や不法投棄等の不適正処理に関する情報等を的確に把握し、速やかに

連絡するなど沖縄県との連携に努めます。 

（2）住民の役割

①発生・排出抑制（リデュース）

・マイバッグを利用するなど、ごみの排出を抑制します。

・ものの購入に当たっては計画的に行います。

・食品については適量の購入、食べ切り、外食における適量な注文等により、食品ロス

の削減に努めます。

・詰め替え製品や簡易包装の製品を利用します。

・ものは手入れや修理をしながら大切に長く使用します。

②再使用（リユース）・再生利用（リサイクル）

・村の資源ごみ回収に協力します。

・日常で使用するものはできるだけ再使用するとともに、環境に配慮したものを優先的

に選択するなどグリーン購入に努めます。

・フリーマーケットなどの中古品を活用します。

・リサイクル関連法の規定を順守し、循環型社会の構築に協力するとともに村などが実

施する廃棄物の分別排出・回収に協力します。

③その他

・村が計画・実施するごみの排出抑制や適正な処理に関する施策に協力します。

・地域の美化活動や環境保全活動に積極的に参加します。 
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（3）事業者の役割

①発生・排出抑制（リデュース）

・食材の調達や調理方法の工夫などにより、食品ロスの削減に努めます。

・原材料の選択、製造や輸送の工夫、過剰生産や返品等の原因となる商習慣の改善等に

よりごみの発生を少なくします。

・設計・生産段階から商品の省資源化、長寿命化の工夫をします。

・繰り返し使える商品、耐久性に優れた商品、処理が容易な商品を生産・販売します。

・容器包装の簡素化（包装材・梱包材の削減等）、エコバッグの利用を推進します。

・環境にやさしい商品の表示など、消費者に対する意識啓発を行います。

・利用頻度の少ないものはシェアしたり、リース品・レンタル品を活用します。

・使用機械や器具等の手入れや修理をしながら大切に長く使用します。

②再使用（リユース）・再生利用（リサイクル）

・村の分別リサイクルに協力します。

・使用済製品や部品、容器包装資材などは繰り返して使用します。

・リサイクルが容易な商品の開発・製造を行います。

・リサイクルが可能な素材等を使用します。

・環境に配慮したリサイクル製品を製造・販売します。

③環境経営、その他

・地域の環境活動に積極的に参加・主催するなど、地域とともに環境を考える事業者を

目指し行動します。

・環境マネジメント（ISO14001等）への取組、環境会計の導入、環境報告書の作成など

により環境管理に関するシステムの充実に努めます。

・物品やサービス等の購入・調達に当たっては、環境配慮型製品を優先的に選択するな

どグリーン購入に努めます。

・従業員の環境意識の向上や環境教育の充実を図ります。

・廃棄物・リサイクル関連法を順守するとともに、村や沖縄県などが実施する廃棄物に

関する施策に協力します。
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8．ごみの分別区分の計画 

ごみの分別区分は現状の分別区分を将来も維持するものとします。 

 なお、現状において登録世帯等のみが資源化している生ごみについて、全世帯を対象に

資源ごみとして分別するなどの見直しを検討します。 

表 2-21 ごみの分別区分の計画等 

分別区分 収集形態 収集回数 

もえるごみ 

プラスチック類、ゴム・革製品、紙く

ず、紙オムツ、発泡スチロール、下着

類・靴下、生ごみ（登録世帯等以外※）、

草木、廃食油など 

直営 

2 回/週 

もえないごみ 

金属類、小型の家電製品 

1 回/週 

陶器、ガラス類、茶碗、皿、鏡など 

危険ごみ 

（スプレー缶、ライター、刃物） 

有害ごみ 

（蛍光灯、電球等、乾電池） 

小型粗大ごみ 自転車、扇風機など 

家電リサイクル

対象品目 
テレビ、洗濯機など

資源ごみ 

缶類 

びん類 

ペットボトル類 

紙類 

草木 

生ごみ（登録世帯等のみ※） 3 回/週 

大型粗大ごみ タンス、机、ベッドなど 直接搬入 ― 

※生ごみは、登録世帯（事業所含む）のみ資源ごみとして収集します。それ以外はもえるごみとして収集

します。
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9．収集・運搬計画 

（1）収集・運搬の主体

ごみの収集・運搬については、一般家庭及び事業者から排出されるごみについて、と

もに直営により収集・運搬を行っていくものとします。 

（2）収集対象区域

収集対象区域については、村内全域とします。

（3）収集方式

収集方式については、もえるごみ、もえないごみ、小型粗大ごみ、家電リサイクル対

象品目及び資源ごみについては戸別収集方式により行っていくものとし、粗大ごみにつ

いては直接搬入によるものとします。なお、粗大ごみについては、戸別収集方式への変

更及び有料化の導入を検討するものとします。 

10．中間処理計画 

（1）もえるごみの処理

もえるごみの処理は、那覇・南風原クリーンセンターに焼却処理等を委託していくもの

とします。なお、現状において大部分の生ごみは、もえるごみとして排出され焼却処理さ

れていますが、将来的には資源ごみとして分別収集し、資源化を行っていくことを検討し

ます。 

（2）もえないごみ及び粗大ごみ、有害ごみの処理

もえないごみ及び粗大ごみの処理は、最終処分場の前処理施設において、破砕、切断、

選別処理等を行い、可燃性残渣は小型焼却炉による焼却処理、不燃性残渣は粟国村一般

廃棄物最終処分場（埋立処分地）において埋立処分を行うものとします。また、金属等

の有価物については、再資源化を行っていくものとします。 

 有害ごみは、場内貯留の上、業者に処理委託しており、今後も当該処理を継続してい

くものとします。 

（3）資源ごみの処理

資源ごみの処理は、最終処分場の前処理施設において選別、圧縮処理等を行い、再資

源化を行っていくものとします。また、資源化不適物については、小型焼却炉による焼

却処理や粟国村一般廃棄物最終処分場（埋立処分地）への埋立処分を行います。 

 なお、村内の登録世帯等から分別排出された生ごみについては、環境衛生処理施設に

おいて堆肥化を行っていくものとします。 
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（4）適正処理困難物について

現在、村で回収していない廃タイヤや使用済バッテリーなどの適正処理困難物につい

て、不法投棄や敷地内での放置につながっており、これらを適正に処理するため、村に

よる有料回収を検討するものとします。 

（5）ごみ処理の広域化・施設の集約化について

平成 26 年度に策定された「離島ごみ処理広域化方策報告書」（以下、「離島広域化報告

書」という。）において、本村、那覇市、南風原町、座間味村、渡嘉敷村及び渡名喜村の

6 市町村による広域化が望ましいとされています。また、令和 3 年度策定の「沖縄県廃棄

物処理計画（第五期）」においても、離島広域化報告書の内容を踏まえ、令和 12年度まで

に当該 6市町村の広域化を目指すものとしています。 

 本村は平成 27年 10月より那覇市・南風原町環境施設組合にもえるごみの焼却処理を委

託しており、令和 6年度現在においては、本村、那覇市、南風原町及び座間味村の 4市町

村において、ごみの広域処理が行われています。 

11．最終処分計画 

 もえないごみや粗大ごみ、資源ごみ等の処理残渣については、粟国村一般廃棄物最終処

分場において、埋立処分を行っていくものとします。 

 なお、有価物については、できるだけ回収し再資源化を行い、最終処分量の減量化に努

めていくものとします。 
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12．大規模災害時の廃棄物処理について 

（1）災害廃棄物の処理

災害廃棄物の処理に関しては「粟国村地域防災計画」（2019 年 3 月、粟国村防災会議）

に規定されており、以下にその抜粋を示します。 

①災害廃棄物処理体制の確保

 村は、災害発生時に排出される多量の廃棄物を速やかに処理するため、国が策定した

「災害廃棄物対策指針（平成 30年 3月）」及び「沖縄県災害廃棄物処理計画（平成 29年

3 月）」、または、これらを踏まえ、あらかじめ策定した災害廃棄物処理計画に基づき処

理体制を速やかに確保します。 

 瓦礫等障害物の集積場所は、村内の公園や広場及び運動場等を利用するものとします。

なお、廃棄物処理が村のみでは困難な場所は、県に対し、情報提供や技術的な助言等を

要請します。 

②仮置場、最終処分地の確保

 村内でがれきの仮置場、最終処分地の確保を行うことを原則としますが、それが困難

な場合、県は、県内の他市町村での仮置場及び最終処分地の確保について村を支援しま

す。 

③リサイクルの徹底

 がれき処理に当たっては、適切な分別を行うことによって可能な限りリサイクルに努

めます。 

④環境汚染の未然防止、住民・作業者の健康管理

 障害物の除去に当たっては、有害物質の漏洩やアスベストの飛散防止及び住民、作業

者の健康管理及び安全管理に十分配慮するものとします。 
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（2）災害廃棄物処理計画の策定

本村の災害時の廃棄物処理は、当面は地域防災計画に基づき対応していくものとしま

すが、今後は環境省の「災害廃棄物対策指針」や沖縄県の「沖縄県災害廃棄物処理計画」、

本村の地域防災計画等を踏まえた災害廃棄物処理計画の策定について検討します。 

図 2-21 粟国村災害廃棄物処理計画（仮称）の位置付け 

廃棄物処理法 

基本方針 
（環境大臣） 

防災基本計画 
（復興段階では復興基本方針） 

災害対策基本法 
（復興段階では大規模災害復興法） 

環境省防災業務計画 

市区町村及び都道府県が災
害に備えて策定する災害廃
棄物の処理に係る計画に盛
り込むべき事項を提示。 

当該計画を策定していない
市区町村及び都道府県が、
発生後に災害廃棄物の処理
指針とするものとしても活
用。 

【通常の災害】 

①各主体が備えるべき大規模
地震特有の事項

②地域ブロックにおける対策
行動計画策定の指針
（特に広域連携について）

③発生後に環境大臣が策定す
る処理指針のひな形
（東日本大震災のマスタープ
ラン的なもの） 

災害廃棄物対策指針 

○○災害に係る
災害廃棄物処理

実行計画 

○○災害における
災害廃棄物処理

実行計画 

災害 
発災後 

災害 
発災後 

○○災害における
災害廃棄物
処理指針

大規模災害 
発災後 

大規模災害発生時における 
災害廃棄物対策行動指針 

大規模災害発生時における 
災害廃棄物対策行動計画 

大規模災害の発生が予想される地域
を含む地域ブロックごとに策定。 

廃棄物処理 
施設整備計画 

地域ブロック 
大規模災害廃棄物対策のための協議会等 
平時から、広域での連携・協力関係を構築。 

将来的な方向性

沖縄県災害廃棄物処理計画
廃棄物処理計画 

沖縄県 
地域防災計画 

粟国村災害廃棄物処理計画（仮称） 
一般廃棄物処理基本計画 

粟国村 
地域防災計画 

（相互に整合性を図る。） 

（相互に整合性を図る。） 

廃棄物処理施設の
災害拠点化、耐震
化等の観点からも
取組を推進。
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第 3章 生活排水処理基本計画 

1．生活排水処理体制

生活排水は、各家庭の台所やお風呂などから排出される生活雑排水と、トイレから排出

されるし尿排水に分けられます。 

 生活雑排水は、農業集落排水処理施設接続世帯については、当該施設において汚水を処

理した後に公共用水域に放流されます。一方、し尿くみ取り世帯から排出される生活雑排

水は未処理のまま公共用水域に放流されています。 

 し尿排水は、農業集落排水処理施設接続世帯については、生活雑排水と同様に処理され

ています。し尿くみ取り世帯から排出されるし尿は、農地還元を行っていましたが、今後

は、浄化槽世帯の浄化槽汚泥とともに、農業集落排水処理施設に投入し、処理を行うもの

としています。 

なお、農業集落排水処理施設の処理により発生した汚泥は、堆肥として利用しています。 

※収集したし尿及び浄化槽汚泥は農業集落排水処理施設に投入して処理する予定となっています。

図3-1 生活排水処理体系 
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2．施設整備状況 

（1）農業集落排水処理施設・農業集落排水資源化施設

農業集落排水処理施設接続世帯から排出された汚水は、粟国村農業集落排水処理施設

において処理し、当該施設から排出される濃縮汚泥は、粟国村農業集落排水資源化施設

において処理しています。 

以下に施設の概要を示します。 

図3-2 農業集落排水処理施設 外観 

表 3-1 粟国村農業集落排水処理施設の施設概要 

項目 内容 

施設名称 粟国村農業集落排水処理施設 

計画人口 処理対象人員 1,050 人 

計画処理水量 日平均 284 m3/日 

処理水質 BOD 

処理方式 流量調整嫌気濾床、接触ばっ気方式 

表 3-2 粟国村農業集落排水資源化施設の施設概要 

項目 内容 

施設名称 粟国村農業集落排水資源化施設 

処理方式 脱水処理（堆肥として申請中） 

汚泥発生量 150.8 m3/年（令和 5 年度実績） 

脱水汚泥量 15.1 m3/年（令和 5 年度実績） 



- 47 -

3．生活排水処理の現況 

本村の生活排水処理人口及び処理量の実績を以下に示します。 

図3-3 粟国村の生活排水処理人口の実績 

表3-3 粟国村の生活排水処理人口の実績   単位：人 

年度 
集落排水 

施設等人口 

合併浄化槽 

人口 

単独浄化槽 

人口 

くみ取り 

人口 

生活排水処理 

人口 計 

平成26年度 741 ― ― 11 752 

平成27年度 730 ― ― 11 741 

平成28年度 716 ― ― 11 727 

平成29年度 714 ― ― ― 714 

平成30年度 702 ― ― ― 702 

令和元年度 714 ― ― ― 714 

令和2年度 695 ― ― ― 695 

令和3年度 687 ― ― ― 687 

令和4年度 667 ― ―  3 670 

令和5年度 663 ― ― ― 663 

※合併浄化槽、単独浄化槽及びくみ取り槽については、空き家等に設置されている事例が確認さ

れていますが、その詳細な実態は不明であり、確認できた人口のみ記載しています。

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村） 
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集落排水施設等人口 合併浄化槽人口 単独浄化槽人口 くみ取り人口
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図 3-4 粟国村の生活排水処理量の実績（年間処理量） 

表3-4 粟国村の生活排水処理量の実績  単位：kL/年 

年度 
くみ取り 

し尿処理量 

浄化槽 

汚泥処理量 

生活排水 

処理量 計 

平成26年度 90 150 240 

平成27年度 80 130 210 

平成28年度 70 120 190 

平成29年度 70 120 190 

平成30年度 70 120 190 

令和元年度 70 120 190 

令和2年度 ― 154 154 

令和3年度 ― 157 157 

令和4年度 ― 155 155 

令和5年度 ― 151 151 

※令和 2 年度から令和 5 年度のくみ取りし尿処理量は不明となっていますが、前年度ま

でと同程度の量（70～90kL/年程度）が処理されたと想定されます。

資料：「一般廃棄物処理事業実態調査」（環境省、粟国村） 

90 

80 

70 70 70 70 

150 

130 

120 120 120 120 

154 157 155 151 

0 kL/年

50 kL/年

100 kL/年

150 kL/年

200 kL/年

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
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4．生活排水処理の課題 

（1）農業集落排水に係る課題

農業集落排水処理施設の整備に伴い、ほとんどの世帯が当該施設に接続していますが、

接続を行っていないし尿くみ取り世帯も存在します。し尿くみ取り世帯の生活雑排水

（台所やお風呂などから出る排水）は、未処理のまま公共用水域に排水され、水質汚濁

の原因となっています。 

 今後は、未接続世帯に対し、広報活動や意識啓発活動などにより、農業集落排水処理

施設への接続を働きかけていく必要があります。また、接続が困難な地域については、

合併処理浄化槽の整備などを働きかけていく必要があります。 

（2）収集・運搬に係る課題

農業集落排水処理施設への接続を行っていないし尿くみ取り世帯が存在します。また、

接続が困難な地域については合併処理浄化槽により処理を行う必要があることから、将

来にわたってし尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬体制の確保が必要となります。 

今後は、収集・運搬体制の確保、効率的な運用方法等について検討が必要です。 

（3）し尿及び浄化槽汚泥の最終処分に係る課題

し尿くみ取り世帯及び合併処理浄化槽世帯から排出されるし尿及び浄化槽汚泥の処理

（最終処分）について、適切で効率的な処分体制の確立を検討する必要があります。 

（4）災害時のくみ取り世帯等の被災に係る課題

台風や地震などの大規模災害時には、くみ取り槽や浄化槽は床下浸水で水没したり、

破損等により槽内に雨水・土砂が流入したりするため、公衆衛生上の観点から被災後、

速やかにくみ取り、清掃、周辺の消毒が必要となります。 

 災害時に迅速かつ適正な処理を図るために、粟国村地域防災計画に基づき、平時から

被災時の処理体制や対応方法等の確認・準備を行い、災害発生時に備えるものとします。 

 なお、災害時のし尿等の処理への対応については、粟国村地域防災計画に一定の対応

方針は示されていますが、きめ細やかな対応を図るため、災害廃棄物処理計画の策定を

検討し、詳細なし尿等の収集・運搬体制や処理体制、各種関係機関との連絡体制などに

ついて示しておくことが必要となります。 
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5．生活排水処理の将来量について 

 農業集落排水処理施設の整備に伴い、ほとんどの世帯が当該施設に接続しています。しか

し、本村では、し尿くみ取り世帯及び合併処理浄化槽世帯の実態把握が十分でないことから、

生活排水処理量の将来予測は困難な状況となっています。 

 今後は、し尿くみ取り世帯及び合併処理浄化槽世帯の実態把握に努め、くみ取りし尿や浄

化槽汚泥の発生見込み量を把握し、計画的なし尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬、処理・処分

等に努めていくものとします。 

6．生活排水処理対策 

 生活排水処理対策にあたっては、行政、住民、事業者のそれぞれが主体的に適切な役割

を担い、取り組んでいくことが必要になります。 

（1）行政における取組

①生活排水の施設整備に関する取組

・し尿くみ取り世帯及び浄化槽世帯の実態調査

・農業集落排水処理施設未接続世帯への接続推進

・農業集落排水処理施設への接続が困難な地域での合併処理浄化槽整備の推進

・し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬、処理・処分体制の確保

②生活排水の適正管理に関する取組

・浄化槽の適正管理の周知

・事業者への適正排水の周知

③生活排水に係る資源化に関する取組

・粟国村農業集落排水資源化施設にて生産される堆肥の利用促進

④生活排水処理対策の啓発普及に関する取組

・村の広報、ホームページなどを活用した生活排水処理対策の啓発

・生活排水処理対策の意識啓発の広報活動（ポスター・パンフレットなどの作成､配布）

（2）住民における取組

①生活排水の施設整備に関する取組

・農業集落排水処理施設への接続

・合併処理浄化槽の整備（農業集落排水処理施設への接続が困難な地域）
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②生活排水の適正管理に関する取組

・調理くず・廃食用油の適正処理（排水として流さない）

・米のとぎ汁を植木などの散水へ利用する

・洗剤、石鹸は適量を使用する

・洗濯排水などをベランダなどから排水しない

・アクリルたわしの利用

・無洗米の使用

③生活排水に係る資源化に関する取組

・お風呂の残り湯を洗濯などに再利用する

・雨水､中水の積極利用

④生活排水処理対策の啓発普及に関する取組

・村や沖縄県の実施する生活排水処理に関する各種施策への協力

（3）事業者における取組

①事業排水の施設整備に関する取組

・農業集落排水処理施設への接続

・合併処理浄化槽の整備（農業集落排水処理施設への接続が困難な地域）

②事業排水の適正管理に関する取組

・適正な排水管理、処理（水質汚濁防止法の順守）

・調理くず・廃食用油の適正処理（排水として流さない）

③事業排水に係る資源化に関する取組

・雨水、中水の積極利用
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7．生活排水の処理計画 

（1）し尿くみ取り世帯

生活排水の適正処理のため、農業集落排水処理施設への接続の必要性について意識啓

発を行っていきます。 

（2）合併処理浄化槽

農業集落排水処理施設への接続が困難な地域において、生活排水を適正処理するため、

合併処理浄化槽の設置の必要性について意識啓発を行っていきます。 

（3）農業集落排水処理施設

生活排水の適正処理のため、農業集落排水処理施設への接続を推進します。

8．し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬計画 

（1）収集・運搬の主体

し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬については、直営または委託による収集・運搬を行

います。なお、し尿及び浄化槽汚泥の排出量の変動に応じ、許可業者による収集・運搬

も含め、より効率的な収集・運搬体制の確立を図る必要があります。 

（2）収集対象区域

収集対象区域は、村内全域とします。

（3）収集・運搬の方法

し尿及び浄化槽汚泥の排出量について常に把握しつつ、より合理的な収集・運搬体制

を確立するため、適宜検討を行います。 

9．し尿及び浄化槽汚泥の最終処分計画 

 粟国村農業集落排水処理施設から排出される濃縮汚泥は、粟国村農業集落排水資源化施

設において堆肥化を行っていきます。また、生産される堆肥の利用を推進します。 

 し尿及び浄化槽汚泥の処理（最終処分）については、その適切な処分体制を確立するた

め、適宜検討を行います。 




